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《要 点》  

 
◆ 西側諸国では、重要鉱物（Critical Minerals）のサプライチェーン再編の動きが

強まっている。その狙いには、①脱中国依存、②脱炭素、③経済の安定が挙げられ

る。１つ目の脱中国依存は、重要鉱物が半導体と同様にハイテク機器に欠かせない

材料であることが背景にある。軍事技術においても重要な役割を持つため、極端な

中国への供給依存がもたらす地政学リスクが問題視されている。２つ目の脱炭素

は、重要鉱物が電気自動車（EV）や再生可能エネルギーに関連する機器にも使用さ

れるためである。今後急速な進展が見込まれるクリーン・エネルギーへの転換に重

要鉱物は不可欠なものである。３つ目の経済の安定については、重要鉱物を巡る供

給網の途絶やエネルギー転換の失敗などは経済に多大なリスクをもたらすことが

背景にある。リスクを最小限にする観点から、サプライチェーンの見直しが急がれ

ている。 

 

◆ しかし、現在、中国が環境関連機器（バッテリーや再生可能エネルギー関連機器）

や重要鉱物を含むその部材を安く供給しており、これが世界におけるクリーン・エ

ネルギー転換に向けた経済的な負担を軽くしているのが実情である。世界がクリー

ン・エネルギー転換のソースを中国に頼り切っている現状を踏まえると、「脱中国

依存」、「脱炭素」、「経済安定化」をすべて同時並行で進めることは現実的には不可

能である。 

 

◆ 重要鉱物のサプライチェーンを再編させるためには、トリレンマの問題が生じる。

すなわち、（A）脱中国依存・脱炭素（経済安定の放棄）、（B）脱中国依存・経済安

定化(脱炭素の放棄)、（C）脱炭素・経済安定化(脱中国依存の放棄)の組み合わせし

か選べず、３つのうち１つを放棄せざるをえない。西側諸国が現在優先する脱中国

依存と脱炭素を軸に重要鉱物のサプライチェーンを強引に再編させることになれ

ば、インフレ加速や財政悪化が生じ、経済を不安定化させると考えられる。 

 

◆ 「脱中国依存」と「脱炭素」はともに西側諸国内で理解を得やすく、今後も大きな

流れが変わることはないと考えられる。この流れがともに強まる場合、重要鉱物の

サプライチェーン再編を進める動きが一段と強まり、結果として物価安定や財政持

続性が損なわれるリスクが増大する展開に注意する必要がある。 
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１．はじめに 

近年、経済安全保障の議論で取りあげられる重要物資は、半導体、蓄電池、ロボットといった工

業製品、LNG などのエネルギー資源、医薬品など多岐にわたる。「重要鉱物（Critical Minerals）」

もそのなかに含まれ、西側諸国の政府はそのサプライチェーンを再編することを目論んでいる。ど

の財の調達確保するを優先するかは国によって異なるが、そのなかでも重要鉱物を最優先課題とす

る国は多い。日本でも、重要鉱物は半導体に次いで注目されていると言えよう。 

以下では、まず重要鉱物がなぜ注目されるようになったのかついて検証する。そのうえで、背景

にある「脱中国依存1」「脱炭素」「経済安定化」の関係を整理し、「脱中国依存」と「脱炭素」の同

時達成を目指すことが経済にどのような影響を及ぼすのか検討する。 

 

2．重要鉱物のサプライチェーン再編がなぜ必要なのか？ 

近年、西側各国政府は重要鉱物のサプライチェーン再編を積極化している。その狙いには、以下

のとおり、①脱中国依存、②脱炭素、③経済安定化が挙げられる。 

 

（１）脱中国依存：中国が圧倒的なシェアを保有 

重要鉱物の定義は明確ではなく、リチウムなどのレアメタルだけでなく、それ以外の鉱物（グラ

ファイトなどの非金属鉱物や銅などのベースメタル）も含まれることがある。各鉱物の調達の優先

度は国によって異なり、重要鉱物としてリストアップされる鉱物は各国で同じではない。日本は 35

種を重要鉱物として挙げている（経済産業省[2023]）。米国は日本が示す鉱物以外にアルミニウムな

どが加わり、50種を挙げている（USGS [2022]）。EUは 34 種の鉱物を指定し、16種を「戦略的重要

原材料」としている（European Commission [2023]）。 

EUは指定した 34種について世界向け供給シェアを算出しているが、重要鉱物 21種（全体の 62％）

においてトップシェアは中国が占めている（図表１）。重要鉱物は半導体と同様にハイテク機器に欠

かせない材料であり、軍事技術においても重要な役割を持つ。極端な中国への供給依存がもたらす

地政学リスクを問題視する考えは強く、供給元の分散を進める動きが強まっている。実際、日本で

も重要鉱物は半導体に次いで注目されている物資であり、重要鉱物を巡る政策支援や企業誘致を求

める声が高まっている（半導体との比較は補論を参照）。 

もっとも、鉱物の埋蔵地域が中国に集中しているわけではないため、中国は多くの鉱物の採掘に

強みがあるわけではない。しかし、中国は、鉱物資源国に「一帯一路」政策を展開し、資源開発投

資に多くの資金を振り向けるなど、重要鉱物市場の支配力を強めている。例えば、コンゴ民主共和

国でコバルトの鉱山開発に注力するなど、中国は鉱物原料の調達網を積極的に開拓・構築している。

さらに、世界有数のニッケル埋蔵量を誇るインドネシアでも、中国はニッケル精錬所への投資を活

発化させている。10月の一帯一路フォーラムでは、カザフスタンでタングステン鉱山、アルゼンチ

ンでリチウム塩湖プロジェクトに投資することも表明されている。 

 
1 本稿での「脱中国依存」は、「デカップリング（切り離し）」ではなく「デリスキング（リスク低減）」の意味で使用している。 
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（２）脱炭素：クリーン・エネルギー転換に不可欠 

重要鉱物は、バッテリー、高性能モーター、風力発電のタービンといった電気自動車（EV）や再

生可能エネルギーに関連する機器にも使用されることから、今後急速な進展が見込まれるクリー

ン・エネルギーへの転換に不可欠である（Hund et al.[2020]）。実際、日本は 35種の重要鉱物のな

かでも、とりわけ、レアアース、リチウム、ニッケル、コバルト、グラファイト、マンガンなどの

蓄電池用途を重視している（経済産業省[2023]）。 

IEAが示すデータによれば、重要鉱物は EVへの利用（従来車比）やクリーン・エネルギー技術へ

の利用量（洋上発電・陸上発電・太陽電池の石炭・天然ガス平均比）が従来の自動車やエネルギー

に比べて６倍以上にのぼる（図表２）。重要鉱物は石油やガスに比べれば影響力は小さい2、という

意見もあるが、それは現在までの状況を前提としているに過ぎない。2020年時点で石炭は石油に次

ぐエネルギー源として利用され、4,000 億ドル程度の市場規模を持つ一方、重要鉱物の市場規模は

500 億ドル程度しかない。しかし、2050年には石炭の規模は縮小し、代わって重要鉱物市場が 4,000

億ドル以上に膨らむと試算されている（Wood et al. [2023]）。将来、EV やクリーン・エネルギー

が化石燃料にとって代わることを想定した場合、重要鉱物の安定供給の確保は必須となる。 

 
2 2023 年 9 月 15 日付 WSJ「中国の鉱物資源「武器化」、効力は？-地理的条件や技術革新で石油・ガス支配ほど有効でない可能性」 

（図表１）重要鉱物の主要供給国（2023 年欧州委員会調査） 

最大供給国 最大供給国

シェア シェア

1 アルミニウム 豪州 28% E 18 マグネシウム 中国 91% P

2 アンチモン 中国 56% E 19 マンガン 南アフリカ 29% E

3 ヒ素 中国 44% P 20 グラファイト 中国 67% E

4 重晶石 中国 32% E 21 ニオブ ブラジル 92% P

5 ベリリウム 米国 67% E 22 ニッケル 中国 33% P

6 ビスマス 中国 70% P 23 リン鉱石 中国 48% E

7 ホウ素 トルコ 48% E 24 リン 中国 79% P

8 コバルト コンゴ 63% E 25 スカンジウム 中国 67% P

9 原料炭 中国 53% E 26 シリコン 中国 76% P

10 銅 チリ 28% E 27 ストロンチウム イラン 37% E

11 長石 トルコ 32% E 28 タンタル コンゴ 35% E

12 蛍石 中国 56% E 29 チタン 中国 43% P

13 ガリウム 中国 94% P 30 タングステン 中国 86% P

14 ゲルマニウム 中国 83% P 31 バナジウム 中国 62% E

15 ハフニウム フランス 49% P 32 重レアアース 中国 100% P

16 ヘリウム 米国 56% P 33 軽レアアース 中国 85% P

17 リチウム 中国 56% P 34 白金族金属 南アフリカ 75% P

鉱物
供給

段階
鉱物

供給

段階

（資料）European Commission [2023]を基に日本総研作成。 

（注）供給段階の E は採掘段階、P は加工段階。白金族金属の最大供給国はパラジウムを除くベース。 
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（３）経済安定化：供給途絶やエネルギー転換の弊害など経済リスクを低減 

 重要鉱物の調達において、中国への一極集中はサプライチェーンの途絶と背中合わせである。中

国政府は、2023 年 8 月から半導体など電子部品の製造に欠かせない重要鉱物であるガリウムとゲ

ルマニウムの輸出管理を強化している。さらに、10 月からはモーター用磁石などに使用されるレア

アースを対象に輸出管理を強化したほか、12 月にはバッテリーに使われるグラファイトもその対象

としている。米中に代表される東西対立が続くなか、中国政府は将来的に輸出管理にとどまらず、

禁輸を活用するなど重要鉱物を戦略的に利用する可能性がある。 

また、日本を含む多くの国が 2050 年までに脱炭素社会を実現するとの目標を掲げている。石油、

石炭、天然ガスなど化石燃料へ依存しない経済構造を構築することが課題となっているが、急激な

構造変化はその過程でエネルギー不足などの弊害をもたらす可能性もある。こうした動きがもたら

す経済への悪影響を最小限にするためにも、サプライチェーン再編は必要と考えられている。 

 

  

0 50 100 150 200 250

EV（電気自動車）

従来の車

銅
ニッケル
マンガン
コバルト
レアアース
リチウム
グラファイト
その他

（kg/台）
0 5,000 10,000 15,000 20,000

洋上風力

陸上風力

太陽電池

原子力

石炭

天然ガス 銅

ニッケル

マンガン

コバルト

レアアース

シリコン

クロム

その他（亜鉛など）

（kg/MW)

（図表２）自動車と発電技術に使用される鉱物 

（資料）IEA[2021]を基に日本総研作成 
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3．脱中国依存・脱炭素・経済安定の同時達成は不可能 

しかし、重要鉱物のサプライチェーン再編の３つの目的である「脱中国依存」、「脱炭素」、「経済

安定化」のすべてを達成することは事実上困難である。そこには脱炭素に向けたクリーン・エネル

ギーへの転換は中国抜きに達成できないという現実がある。 

 

（１）脱炭素に向けた関連機器の製造は中国なしで成立しない 

中国は重要鉱物だけなく、その利用先の環境関連機器（バッテリーや再生可能エネルギー関連機

器）でも圧倒的なシェアを持つ（図表３、三浦[2023]）。中国以外の地で重要鉱物の精錬・加工が行

われ、最終的に中国に輸出されることになるのであれば、輸送コストがかさんでしまうだけである。

さらに、単に重要鉱物のサプライチェーンに変化が生じたとしても、最終財の供給シェアも高いこ

とから、西側諸国が中国依存から脱することはできないことを意味する。 

重要鉱物の精錬や加工プロセスでのコスト面で優位性を持つ中国は、現状、安価な材料を提供す

ることで、世界におけるクリーン・エネルギー転換の経済的な負担を減らしている。中国のコスト

面の優位性は、①中国企業への多額の補助金が給付されていること、②労働コストが先進国との比

較で依然低いこと、③重要鉱物に関する精錬・加工分野で熟練した企業を持ち、先進国に比べ高い

技術を持っていること、④環境規制が緩いこと3が挙げられる。環境規制が緩い点については、中国

 
3 鉱石から不純物を除く際は、有害物質が発生するなど環境への負荷が大きいとされる。とくにレアアース鉱石の多くは放射性物

質を含んでおり、精錬の過程で放射性廃棄物が発生する。豪ライナスはマレーシアにてレアアースの加工を行っているが、マレー

シア国内での環境問題への批判は根強い（2023 年 11 月 22 日付 SCMP ” Malaysia’s rare earths ambition fuels Chinese 

displeasure fears, ‘betrayal’ cries over radioactive waste”） 

（図表３）重要鉱物サプライチェーン：上流から下流と最終利用 

（資料）IEA[2023]、BloombergNEF、資源エネルギー庁を基に日本総研作成 

68

70

17

0 20 40 60 80 100

レアアース

グラファイト

リチウム

コバルト

ニッケル

中国 その他

（％）

採掘（2022年)

90

100

65

74

17

0 20 40 60 80 100

レアアース

グラファイト

リチウム

コバルト

ニッケル

中国

その他

（％）

精錬・加工（2022年）

74

75

0 20 40 60 80 100

バッテリー（2022年）

ソーラーパネル（2021年）

中国 米国 欧州

日本 その他 （％）

重要鉱物を利用した製品（製造能力）

上流

中・下流

最終利用



    

日本総研 Viewpoint 7 

政府・企業は近年環境対策への意識を高めていることから、環境対策が全くなされてないわけでは

ないが、重要鉱物の加工処理においてどの程度厳しい対応がなされているのか判然としない。バヤ

ンオボほか多くの鉱山で汚染問題が発生していると指摘されているほか（Nayar [2021]）、リチウ

ム採掘活動が川の魚を大量死させたといった報道4を見る限り、環境汚染を引き起こす強引な開発や

事業展開が許容されていることが、低コストを実現させているとみられる。これは人道的、地球環

境的な見地から問題視すべきことではあるが、この過程を経た製品を利用することで世界的に脱炭

素が推進されていることも事実である。 

 

（２）重要鉱物サプライチェーン再編がトリレンマに直面 

このように世界のクリーン・エネルギーへの転換においてカギを握る中国の存在は非常に大きく、

「脱中国依存」、「脱炭素」、「経済安定化」をすべて同時に達成する形で重要鉱物のサプライチェー

ン再編を実現することは事実上不可能と言える。（A）脱中国依存・脱炭素（経済安定化の放棄）、（B）

脱中国依存・経済安定化(脱炭素の放棄)、（C）脱炭素・経済安定化(脱中国依存の放棄）のいずれか

しか選べない「トリレンマ」の問題が発生する（図表４）。 

ケース（B）を選ぶ場合、脱炭素の遅延を許容するといった対応を採ることになる。本来重視され

るべき軍事技術につながるハイテク機器向けなど、機微な技術に関連するものを中心に国内での生

産に切り替えるなどの措置をとることが可能である。また、経済相互依存関係における過度な特定

国の切り離しや自国への回帰は世界経済のリスクを高める結果を招くことは、これまでにも指摘さ

れてきたことである（西岡[2023]）。仮に、中国に依存せざるを得ない脱炭素への対応を放棄すれば、

強引なサプライチェーン再編を進める必要性も低下する。 

また、ケース（C）を選ぶ場合、中国との経済協力強化を視野に入れることになる。脱炭素と経済

 
4 2023 年 11 月 1 日付 AFP 通信「中国リチウム採掘ブーム、チベット高原に打撃」 

（図表４）重要鉱物サプライチェーン再編が直面するトリレンマ 

経済の中国依存の引き下げ

（軍事的なリスクの低減など）

クリーンエネルギーへの転換

（EVの普及、風力発電や太陽

光発電の拡大）

1.脱中国依存 2. 脱炭素

(A)

(B) (C)

供給途絶や急激な構造変化によるエ

ネルギー不足回避のほか、

安定したインフレ、健全な財政の維持

3. 経済安定強化

（資料）日本総研作成 
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の両立を重視する GX5の推進が、コスト増などによって経済に過大な負荷を与えるものになっては

意味がない。低コストでの環境関連機器の生産が可能な中国での生産を利用し、脱炭素社会に向け

て加速することになり、中国を含めた重要鉱物サプライチェーンの強靭化を目指すことになろう。 

 しかし、現在、米国をはじめとする西側諸国が進める政策は、ケース（A）「脱中国依存」と「脱

炭素」の両立である。これを推進する場合、中国抜きのクリーン・エネルギーへの転換を強引に追

及することになる。それを本格的に進めるためには大規模な政策支援が必要となり、先進国を中心

に財政リスクを高めることが懸念される。また、重要鉱物のサプライチェーン再編が進展したとし

ても、コストの高い製品を受け入れざるを得ないため、インフレになりやすい経済体質に変化する

と考えられる。その場合、「経済安定化」は結果的に放棄されることになり、国民と企業は経済的な

負担の増大を受け入れることが必要を迫られよう。 

 

4．「脱中国依存」と「脱炭素」の追求による強引な再編の場合、インフレ加速不可避 

実際、先進国では重要鉱物サプライチェーンの再編の動きが強まっている（図表５）。このなかで

もキープレーヤーの米国では、極めて過激な政策が打ち出された。2021 年 11 月に成立した「イン

フラ投資雇用法」による支援や、2022年 3月に開始した「国防生産法」に基づく取り組みを通じて、

レアアースやグラファイトなどの投資に補助金が支給されている（JOGMEC[2022]）。さらに、2022 年 

8 月には、過去最大規模の気候変動対策を盛り込んだ「インフレ削減法（IRA）」が成立した。これ

により、重要鉱物が米国内または米国と自由貿易協定（FTA）を結んでいる国から調達されている場

合、EV 購入者の税額控除の対象となる。これらの政策によって、米国内における EV 販売台数の普

及やバッテリー生産量の増加を狙っている。米国はまさに「脱中国依存」と「脱炭素」を目指し、

重要鉱物サプライチェーンの再編を強行していると言える。 

しかし、こうしたほぼ米国製造が義務となるサプライチェーンは、コスト構造がきわめて非経済

的である。米国は IRAを中心とした政策により、中国の重要鉱物産業を支える最終財でのシェアの

高さや多額の企業補助金で生じている差を埋めることができるかもしれない。しかし、中国の強み

である労働コストの低さ、重要鉱物での高い技術、環境規制の緩さを補うものではなく、競争上優

位に立てるとは言えない6。EV に対しては米国での補助金が実質的な価格引き下げに寄与するもの

の、補助金が適用されない環境関連機器に対する価格上昇圧力は避けられそうにない7。 

中国に対抗して最終財でのシェアを安定的に獲得するためには、EVはじめ多数の環境関連機器に

対する補助金が継続的に必要となる。米国は新車販売に占める EVの比率を 2030年に 50％まで引き

上げることを目標とし、それは米国での EV 販売が現在の年間 81 万台（2022 年時点、BEV と PHEV

の合計、FCV を含めると 94 万台）から 700 万台（2022 年の自動車販売総数 1,390 万台の 50％）を

超える規模に拡大することを意味する。EV に対しては 2023～2031 年の購入支援 135 億ドルが予算

計上されている（JETRO[2023]）が、最大控除額 7,500ドルが全車に適用されると仮定した場合、補

助金対象は 170 万台分にしかならない。足元で米国での EV 販売は伸び悩んでいる8こともあり、本

 
5 経済産業省は GX を「化石燃料に頼らず、太陽光や水素など自然環境に負荷の少ないエネルギーの活用を進めることで二酸化炭

素の排出量を減らそう、また、そうした活動を経済成長の機会にするために世の中全体を変革していこうという取り組みのこと」

と説明している。https://journal.meti.go.jp/p/25136/ 
6 安価な労働力など低コストでの重要鉱物調達を考えれば、アジア新興国の利用などが考えられる。しかし、ニッケルが豊富なイ

ンドネシアは採鉱・精製において中国企業の影響力が非常に大きいことが懸念材料となり、IRA の対象に含まれないなど、コスト

構造よりも対中デリスキングが重視されている。 
7 「インフレ削減法」という名前ではあるが、そもそも同法がインフレ抑制に効果を持つとの見方はあまりない（JETRO[2022]）。 

8 2023 年 11 月 20 日付 WSJ「米国人の「EV 愛」は冷めたのか-テスラなどメーカーは在庫増加の中、難しいコスト圧縮を迫られ
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気で目標達成を目指すには財政拡張による補助金の大幅拡大が必要となろう。既に巨額にのぼって

いる現在の購入支援（135 億ドル）をさらに拡大し、これを長期にわたって続ける場合、財政の持

続性の面で問題が生じる可能性が高い。 

現状をみる限り、日本や欧州も同様の動きを強めていく可能性がある。実際、欧州は中国製 EV

に関する反補助金調査を開始しており、「脱中国依存」と「脱炭素」を同時に追求する方向にある。 

 

5．おわりに  

ウォール・ストリート・ジャーナルは「西側政府はかつて、汚れ仕事をいとわない中国の姿勢を

歓迎していた。グローバル化はそうした相互依存を育むはずだった」としている9。「脱中国依存」

 
ている」 
9 2023 年 9 月 15 日付 WSJ「中国の鉱物資源「武器化」、効力は？-地理的条件や技術革新で石油・ガス支配ほど有効でない可能

性」 

（出所）JOGMEC[2022]、各種報道を基に日本総研作成 

米国

・戦略的重要素材の国内製造強化に国防生産法を活用するため7.5億ドルの予算を確保

・「インフラ投資雇用法」（2021 年 11 月成立）：レアアースやバッテリー関連に予算措置

- 先進的バッテリー・マテリアルの処理に係る実証事業・商業施設への補助として30億ドル

- 先進的バッテリー製造及びリサイクルに係る実証事業・商業施設への補助として30億ドル

- 酸性坑廃水等からのレアアースの採掘・抽出、分離及び精製に係る実証施設の建設・運営への

補助として1.4億ドル

・「インフレ抑制法」（2022 年 8 月に成立）：中国等からの重要鉱物を使ったバッテリーを搭載

した EV を補助金対象から外し、重要鉱物の生産に対して減税

日本

・2023 年 1 月「重要鉱物に係る安定供給確保を図るための取組方針」を発表

・予算2,158 億円（JOGMEC出資事業と経済安全保障推進法に基づく鉱物資源関連の助成

事業）による支援

EU 

・「欧州重要原材料法案」（2023 年 3 月公表）：2030 年までに重要鉱物の年間消費量の

少なくとも 40％を域内で加工し、10％を採掘する目標

・関連事業許認可手続きを簡素化

豪州

2023年６月に「重要鉱物戦略2023-2030」を発表。海外パートナー国との共同投資案件など

の支援のために4年間で5,710万豪ドルの予算措置、さらに10月には外国投資を呼び込みを目的

とした融資制度の20億豪ドル追加を発表

カナダ
・2022年12月に「重要鉱物戦略」を発表、カナダの重要鉱物バリューチェーンの成長を支援

・2022年度の連邦予算から最大38億カナダドルを拠出

重要鉱物需要国

重要鉱物供給国

（図表５）重要鉱物サプライチェーン再編が直面するトリレンマ 
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と「脱炭素」の追求はそうした状況を過去のものとし、重要鉱物の国際的なサプライチェーンにお

いて、先進国にとって参入ハードルが高い精錬や加工プロセスの産業誘致が大きな焦点となってい

る。 

もちろん、行き過ぎた議論を修正しようとする動きもみられる。米国は国内製造強化政策の枠組

みのなかで中国を完全に排除しているわけではなく、中国の蓄電池メーカーの投資も受け入れてい

る（大串[2023]）。重要鉱物産業で米国と協力を進める豪州も、同分野への中国からの投資を排除し

ない考えを示している10。「2050年までに脱炭素社会を実現」といった目標への道のりは険しく、達

成の後ずれを許容する議論もたびたび起こっている。EV普及についても充電インフラの不足を指摘

する声は多く、果たして脱炭素の切り札となり得るのか、懐疑的な見方もある。 

しかし、「脱中国依存」と「脱炭素」はともに西側諸国内での理解を得やすく、今後も大きな流れ

が変わることはないだろう。これら二つの議論が過熱する場合、強引な重要鉱物のサプライチェー

ン再編の動きも一段と強まり、インフレ加速や財政リスクの高まりを通じた経済リスクを増大させ

ることに注意する必要がある。 

  

 
10 2023 年 11 月 16 日付 The Australian Financial Review ”Farrell welcomes Chinese investment in critical minerals” 
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補論：半導体サプライチェーン再編の動きとの違い 

サプライチェーン再構築を巡る動きが

活発しているのは重要鉱物だけではない。

半導体はその代表的なものであり、近年、

米国を中心に同産業の支援が過熱してい

る。もっとも、重要鉱物で目的とされて

いる①脱中国依存、②脱炭素、③経済安

定強化について、半導体に関しては③以

外は事情が異なる。 

米国を中心とする半導体産業が目指し

たのは、中国依存を減らすというより、

中国の半導体製造能力の拡大を阻止する

ことであった。重要鉱物とは異なり、半

導体製造における中国依存はさほど高く

ない（図表６）。 

また、半導体のサプライチェーン再編

では、脱炭素の貢献ではなく、高度な技

術の保護に主眼が置かれている。その高

度な技術も「小さな庭、高いフェンス

（small yard, high fence）」という戦略のもと、部分的に限定されている。 

なお、米国での 2022 年 8 月の「CHIPS プラス法」（予算 527 億ドル）成立当初は、米国内回帰へ

の注目が高まったが、その後、日本などでも積極的な支援策が打ち出され、とくに日米韓台で構成

される CHIP4を中心に製造能力増強の動きが加速した（野木森、他[2023]）。米国だけに集中する体

制とはならず、生産において元々競争優位のある地域も関わっており、再編というよりはむしろ強

靭化が進んでいる。 

経済安全保障の議論のなかでサプライチェーン再編への注目はますます高まるが、過度な特定国

の切り離しや自国への回帰は結果として世界経済のリスクを高める。クリーン・エネルギー転換の

ソースを世界が中国に頼り切っている現状では、重要鉱物のサプライチェーン再編は半導体よりも

格段にハードルが高く、経済の非合理的な動きを助長し、世界経済のリスクをより高めると理解す

るべきである。 

 

以  上 
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（％）（資料）SIA/BCG [2021]を基に日本総研作成

（図表６）半導体の製造過程 

での地域別シェア(2019 年) 
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